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１．はじめに

　2009 年春に卒業した学生の就職活動は、当
初景気拡大や団塊世代の定年退職の影響で売り
手市場であった。企業では、製造業が技術系を
中心に採用が増え、また小売業や金融業も採用
意欲が高く、前半戦では前年同様に売り手市場
が続くかのように思われた。しかし、2008 年
９月 15 日アメリカの大手投資銀行リーマン・
ブラザーズが 64 兆円の負債をかかえて経営破
綻したことにより、状況は一変した。この出来
事はリーマンショックとも呼ばれ、世界経済に
衝撃を与えた。学生の就職活動においても、景
況感の急激な悪化により、業績不振を理由に企
業から突然の内定取り消しや自宅待機などの影
響を受け、前半の売り手市場から一転して、買
い手市場にシフトした。採用はあるものの厳選
採用で、基準を下げることはなく採用予定枠に
達しなくても採用活動を打ち切るところが多く
厳しい状況となった。
　過去の金融不安の歴史を振り返ってみると、
リーマンショックのような大きな転換期が日経
平均株価や NY ダウの推移に影響を与え、雇用
問題にも波及して社会的な問題へと繋がってい
る。（図１）

　1994 年以来、徐々に回復してきた学生の雇
用状況において、リーマンショックという歴史
に残る大きな転換期を境に、一変して就職氷河
期の再来となったことで、本学への求人にどの
ような変化がみられるかを報告するものであ
る。
　　
２．雇用情勢
　
　㈱リクルート ワークス研究所の「第 26 回
ワークス大卒求人倍率調査（2010 年卒）」によ
ると、2010 年３月卒業予定の大学生・大学院
生を対象とした全国の民間企業の求人総数は前
年の 94 万 8000 人から 72 万 5000 人へと 23.5％
減少し、学生の民間企業就職希望者数は前年の
44 万 3000 人から 44 万 7000 人へと 0.9％増加
した。
　その結果、大卒求人倍率は 1.62 倍となった。

（図２）

　2010 年３月卒の求人倍率は（1.62 倍）、就職
氷河期の再来といわれる前年の 2.14 倍から 0.52
ポイント減少したものの、過去の就職氷河期と
いわれる 1996 年３月卒（1.08 倍）や 2000 年 3
月卒（0.99 倍）と比較すると、そこまでの落ち
込みまでは至らなかった。しかしながら、2008

図１． 日本と米国の株価推移 1988 年～ 2008 年

図２． 求人総数・民間企業就職希望者数・求人倍率の推移
出所：㈱リクルートワークス
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年９月のリーマンブラザーズの破綻に端を発し
た世界金融不安は株価の下落だけでなく、雇用
情勢に与えた影響は大きく、日本の雇用環境に
回復の兆しがみられるかどうか、また新規学卒
者の求人倍率についても、今後の状況が懸念さ
れる。
　
　
３．県別にみた求人数および求人件数
　　（専門職を除く）

1）岐阜県の求人状況
　19 年度と 20 年度の件数については、ピーク
も件数もほぼ同じ推移であった。21 年度の件
数は、全体的に落ち込みがみられ、ピークも若
干早く訪れた。（図３）
　求人数についても、同様の結果がみられた。

（図４）

２）愛知県の求人状況
　求人件数について、岐阜県と同様の推移であ
るが、ピークの波も小さく、19 年度、20 年度
と 21 年度の差がはっきりとあらわれた。（図５）
　求人数については、19 年度は、何度か求人
のピークがあったが、20 年度の後半から徐々
に減少していき、21 年度においては全体的に
落ち込みがみられ、ピーク時の求人数は、前年
度の３分の１まで落ち込んだ。（図６）

　　

　
３）他都道府県の求人状況
　求人件数について、19 年度と 20 年度は同様
の推移をしているが、若干 20 年度のピーク時
の求人件数が減少している。21 年度に関して
は、一極集中型で春採用を控えた３月頃に集中
したという結果があらわれた。（図７）
　求人数を比較すると、21 年度の全体的な落
ち込みがみられた。（図８）

図３． 岐阜県の求人件数（平成19年～21年）

図４． 岐阜県の求人数（平成19年～21年）

図５． 愛知県の求人件数（平成19年～21年）

図６． 愛知県の求人数（平成19年～21年）
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４．職種別にみた求人件数および求人数

１）幼稚園教諭・保育士の求人状況
　求人件数については、19 年度から 21 年度に
かけてあまり変化はなかったが、若干 21 年度
は減少したかのような波がみられた。
　求人数については、19 年度、20 年度より、
21 年度の求人数が求人件数とは逆にのびてお
り、ピークの時期が遅かった。一般企業とは対
照的に、求人時期（９月から 10 月頃）が遅くなっ
ており、求人数が一極集中しているという現象
がみられた。
　また、21 年度は、19、20 年度に比べ、ピー
ク時の求人数の増加がみられた。その要因とし
て民間企業の保育事業への参入が挙げられる。
平成 12 年３月から保育所の設置認可が規制緩
和され、それまで保育所を設置できるのは地方

自治体と社会福祉法人に限定されていたが、一
定の基準を満たせば NPO（民間非営利団体）
や学校法人、株式会社などの参入が可能になっ
た。厚生労働省保育所の状況等について（平
成 21 年４月１日）の調査によると、「保育所待
機児童数は２年続けて増加し、平成 21 年４月
の待機児童数は、５千 834 人増加し、２万５千
384 人となった。都市部の待機児童の状況につ
いては、首都圏（埼玉・千葉・東京・神奈川）、
近畿圏 ( 京都・大阪・兵庫）の７都府県（政令
指定都市・中核市含む）及びその他の政令指
定都市・中核市の合計を見ると２万 454 人とな
り、全待機児童の 80.6%を占める。)」と報告さ
れている。本学への求人票の内容をみると、近
年、民間企業主体の運営規模も拡大していると
思われ、首都圏の施設については、百人単位の
求人をするところもあり、求人数の増加の要因
となっている。

（図９、図 10）
　

　

図７． 他都道府県の求人件数（平成19年～21年）

図８． 他都道府県の求人数（平成19年～21年）

図 10． 幼稚園教諭・保育士の求人数（平成19年～21年）

図９． 幼稚園教諭・保育士の求人件数（平成19年～21年）
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２）介護福祉士の求人状況
　求人件数については、19 年度よりも 20 年、21
年のほうが、件数が伸びていることがわかった。
特に６月から８月頃にピークがあり、ピークの
件数の伸びが顕著にあらわれていた。（図 11）
　求人数に関しては、19 年度から 21 年度にか
けて、おおよそ同様の推移をしており、求人数
も変化はあまりなかった。（図 12）

　
　　　　　　
　　　　　　　　
５．全体の求人件数と求人数

　全体の求人件数について平成 19 年度から 21
年度を比較してみると、年度によって差がみら
れた。19 年度、20 年度と比べると、21 年度は、
全体を通して求人件数の落ち込みがみられた。
21 年度は、19、20 年度同様の推移をしている
月もあったが、特に春採用の時期（４月から６
月頃）の落ち込みが激しかった。（図 13）

 　また、求人数についても、平成 21 年度は、
19 年度、20 年度をかなり下回っている。求人
件数では、顕著に落ち込みがみられた月と、例
年と変わりなく推移した月もみられた。この原
因として、４. 職種別の求人状況でふれたとお
り、専門職の求人にあまり影響がなかったこと
が挙げられる。特に、幼稚園教諭・保育士の求
人数は、もともと採用予定数が少なく、一般企
業の大企業のような何十、何百人とう単位では
ない。一般企業の落ち込みが激しかった 21 年
度において、求人数はより差がみられたと考え
られる。（図 14）

   
   

６．考察と課題
　
　今回の調査により、リーマンショックにより

図 11． 介護福祉士の求人件数（平成19年～21年）

図 12． 介護福祉士の求人数（平成19年～21年）

図 13． 全体の求人件数（平成19年～21年）

図 14． 全体の求人数（平成19年～21年）
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本学の求人状況に影響があることがわかった。
全体的に 19 年度から 21 年度までを比較する
と、リーマンショック以降の 20 年度後半から
徐々に求人数が下降し、21 年度の全体の求人
数が 2009 年 10 月現在で前年度の４割程減って
いる。求人状況への影響の度合いは、職種や地
域によって異なっていた。
　特に、一般企業の求人に関して顕著に影響が
みられ、地域別でみると他都道府県や愛知県の
落ち込みが激しかった。また、共通してみられ
る傾向として、求人のピークの山が 21 年度は
例年より早いことがわかった。
　職種別にみると、一般企業ほどの求人の落ち
込みはなく、例年どおりの求人の波がみられた。
　総括して、現段階において 20 年度の求人状
況は、専門職の求人に関しては影響があまりな
かったが、一般企業の求人に関しては、かなり
減少しピークの波も早く訪れる傾向にあった。
今後もこのような状況が続く可能性が考えられ
る。
　学生個々のキャリア開発のサイクルにおい
て、意思決定（方向性の選択）をして求人への
応募に至る前に、自己分析（自分理解）・業界
研究・会社研究・啓発的経験（実習やインター
ンシップ等）など、やるべきことが山積してい
る。学生の就職支援にあたって、このような現
状をふまえ、今まで以上に低学年からのキャリ
ア教育への取り組みや学生の早期活動を促すこ
とが今後の課題である。

７．おわりに

　2010 年春卒の今後の求人状況の数値はまだ
確定していないが、今回の調査で、リーマン

ショック以降、本学の求人状況に関する影響が
あきらかとなり、おそらく内定率にも影響が及
んでくるであろう。
　例年の状況からみて、専門職に就職する学生
が多い本学では、それぞれの希望職種の就職活
動のスケジュールを個別に組み立て、対応する
ことが必要である。また、キャリアサポート部
では、学生個々の特性や資格を生かして、主体
的に方向性を決定していけるように、窓口対応
やワークショップ・対策講座を通じて、総合的
対策支援を実施しており、今後も学生のニーズ
や必要性を考慮し、支援の質を高めていきたい。
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